
 

 

議第３１５号 

京都市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

京都市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和４年１１月２５日提出 

京都市長  門 川 大 作 

京都市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

第１条 京都市職員退職手当支給条例の一部を次のように改正する。 

第１条中「地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項」を「京都市職員の定年等に関する条例第１２条」に改める。 

第３条第３項表以外の部分中「１０年」を「１５年」に改め、同項の表第１項第１号

の項中欄中「給料月額」の右に「（」を加え、同項右欄中「合計額」の右に「（」を加

える。 

第８条各号列記以外の部分中「京都市職員給与条例」の右に「（以下「給与条例」と

いう。）」を加える。 

第１１条第１項第１号及び第５項第２号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

第１２条の見出し及び同条第１項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同項第２号及

び第３号中「再任用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する

免職処分」に改める。 

第１３条第１項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同項第２号及び第３号中「再任

用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分」に改め

る。 

第１５条第４項中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同条第５項中「再任用職員に対する免

職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分」に改める。 

第１９条中「京都市職員給与条例」を「給与条例」に改める。 

附則第４項を削り、附則第５項を附則第４項とし、同項の次に次の 1項を加える。 

 ５ 京都市職員給与条例等の一部を改正する条例（令和４年  月  日京都市条例第

   号）附則第１２項から第１４項までの規定による給料を支給される職員に対す

る第３条の規定による退職手当の基本額の計算の基礎となる給料月額は、給料月額及

びこれらの規定による給料の額の合計額とする。 

  附則第６項及び第７項を次のように改める。 



 

 

 ６ 当分の間、給与条例附則第１１項の規定による給料を支給される職員に関する前項

の規定の適用については、同項中「京都市職員給与条例等の一部を改正する条例」と

あるのは、「給与条例附則第１１項及び京都市職員給与条例等の一部を改正する条例」

とする。 

 ７ 当分の間、６０歳（京都市立学校管理用務員の給与の特例に関する条例（以下「管

理用務員給与条例」という。）第２条第１項の給料表の適用を受ける職員にあっては、

６３歳。附則第１０項において同じ。）に達した日以後における最初の３月３１日以

後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職した者及び第

３条第１項第１号の規定に該当する者を除く。）は、同号エに掲げる者とみなして、

同条の規定を適用する。この場合において、同項第２号中「傷病」とあるのは「附則

第７項の規定に該当する場合を除くほか、傷病」と、同項第３号中「自己」とあるの

は「附則第７項の規定に該当する場合を除くほか、自己」とする。 

附則第８項本文中「職員が平成２８年４月１日以後に退職することによりこの条例の

規定による退職手当の支給を受ける場合」を「退職の日」に、「同日の前日」を「平成

２８年３月３１日」に改め、「の理由」の右に「（附則第７項の規定に該当する者にあ

っては、定年に達したこと）」を、「とし」の右に「、第３条の規定により計算した退

職手当の基本額に」を加え、「（以下「旧条例」という。）第２条の２から第３条の３

まで並びに附則第６項及び第７項」を「第３条の２及び第３条の３」に、「額（別に」

を「調整額を加えて得た額（別に」に、「前２項」を「附則第５項から前項まで」に改

め、同項ただし書を削り、同項を附則第１３項とし、附則第７項の次に次の５項を加え

る。 

 ８ 前項及び附則第１２項の規定は、給与条例別表第１の２の給料表の適用を受ける職

員が退職した場合に支給する退職手当の基本額については適用しない。 

 ９ 給与条例附則第９項及び管理用務員給与条例附則第６項の規定による職員の給料月

額の改定は、給料月額の減額改定に該当しないものとする。 

 １０ 給与条例附則第９項又は管理用務員給与条例附則第６項の規定の適用を受ける職

員が、６０歳に達した日以後における最初の３月３１日に退職したものとした場合に

おける退職手当の基本額が第３条第２項の規定の適用を受ける場合において、その者

が同日に現に退職した理由と同一の理由により退職したものとし、第３条及び附則第

６項から前項までの規定により計算した退職手当の基本額が、第３条並びに附則第６



 

 

項から前項まで及び次項の規定により計算した退職手当の基本額よりも多いときは、

これらの規定にかかわらず、その多い額をもってその者に支給すべきこれらの規定に

よる退職手当の基本額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）

とする。  

 １１ 当分の間、第３条第３項の規定の適用については、同項中「定年に達する日」と

あるのは「６０歳（京都市職員給与条例別表第１の２の給料表の適用を受ける職員に

あっては６５歳、京都市学校管理用務員の給与の特例に関する条例第２条第１項の給

料表の適用を受ける職員にあっては６３歳。以下この項において同じ。）に達する日」

と、「退職の日において定められているその者に係る定年から１５年」とあるのは「６

０歳から１０年」とする。 

 １２ 前項の規定にかかわらず、退職の日において管理監督職（京都市職員の定年等に

関する条例第４条第１項ただし書に規定する管理監督職をいう。）を占める職員に対

する第３条第３項の規定の適用については、当分の間、同項中「定年に達する日から

６月前まで」とあるのは「６０歳に達する日から６月前まで又は京都市職員の定年等

に関する条例（以下「定年条例」という。）第７条に規定する管理監督職勤務上限年

齢に達する日以後における最初の３月３１日（定年条例第９条各項の規定により異動

期間（同条第１項に規定する異動期間をいう。以下この項において同じ。）（同条各

項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した場合にあっては、当該異動

期間の末日の前日）」と、「退職の日において定められているその者に係る定年から

１５年」とあるのは「６０歳から１０年」とする。 

第２条 京都市職員退職手当支給条例の一部を次のように改正する。 

第３条第１項第１号イ中「傷病」の右に「又は通勤（地方公務員災害補償法第２条第

２項及び第３項に規定する通勤をいう。）による傷病」を加え、同項第２号中「退職し

た者」の右に「（前号イに掲げる者を除く。）」を加える。 

  附則第５項中「第１４項まで」の右に「又は第１８項から第２０項まで」を加える。

別表を次のように改める。 

 別表（第３条関係） 

勤続期間 甲 乙 丙 勤続期間 甲 乙 丙 

年       年       

１ ０．８３７ ０．８３７ ０．５０２２ ２１ ２６．２６０８７５ ２１．３４３５ ２１．３４３５ 



 

 

２ １．６７４ １．６７４ １．００４４ ２２ ２７．９３４８７５ ２３．０１７５ ２３．０１７５ 

３ ２．５１１ ２．５１１ １．５０６６ ２３ ２９．６０８８７５ ２４．６９１５ ２４．６９１５ 

４ ３．３４８ ３．３４８ ２．００８８ ２４ ３１．２８２８７５ ２６．３６５５ ２６．３６５５ 

５ ４．１８５ ４．１８５ ２．５１１ ２５ ３３．２７０７５ ２８．０３９５ ２８．０３９５ 

６ ５．０２２ ５．０２２ ３．０１３２ ２６ ３４．７７７３５ ２９．３７８７ ２９．３７８７ 

７ ５．８５９ ５．８５９ ３．５１５４ ２７ ３６．２８３９５ ３０．７１７９ ３０．７１７９ 

８ ６．６９６ ６．６９６ ４．０１７６ ２８ ３７．７９０５５ ３２．０５７１ ３２．０５７１ 

９ ７．５３３ ７．５３３ ４．５１９８ ２９ ３９．２９７１５ ３３．３９６３ ３３．３９６３ 

１０ ８．３７ ８．３７ ５．０２２ ３０ ４０．８０３７５ ３４．７３５５ ３４．７３５５ 

１１ １１．６１３３７５ ９．２９０７ ７．４３２５６ ３１ ４２．３１０３５ ３５．７３９９ ３５．７３９９ 

１２ １２．７６４２５ １０．２１１４ ８．１６９１２ ３２ ４３．８１６９５ ３６．７４４３ ３６．７４４３ 

１３ １３．９１５１２５ １１．１３２１ ８．９０５６８ ３３ ４５．３２３５５ ３７．７４８７ ３７．７４８７ 

１４ １５．０６６ １２．０５２８ ９．６４２２４ ３４ ４６．８３０１５ ３８．７５３１ ３８．７５３１ 

１５ １６．２１６８７５ １２．９７３５ １０．３７８８ ３５以上 ４７．７０９ 在職１年 

を 増 す 

ごとに１．０

０４４を加え

る。 

在職１年 

を 増 す 

ごとに１．０

０４４を加え

る。 

１６ １７．８９０８７５ １４．３１２７ １２．８８１４３   

１７ １９．５６４８７５ １５．６５１９ １４．０８６７１   

１８ ２１．２３８８７５ １６．９９１１ １５．２９１９９ 

１９ ２２．９１２８７５ １８．３３０３ １６．４９７２７ 

２０ ２４．５８６８７５ １９．６６９５ １９．６６９５ 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条並びに附則第３項及び

第５項の規定は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の京都市職員退職手当支給条例（以下「令和５年改正後の

条例」という。）の規定は、第１条の規定の施行の日以後の退職に係る退職手当につい

て適用し、同日前の退職に係る退職手当については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の京都市職員退職手当支給条例（以下「令和６年改正後の



 

 

条例」という。）の規定は、第２条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）以後

の退職に係る退職手当について適用し、施行日前の退職に係る退職手当については、な

お従前の例による。 

（暫定再任用職員に関する経過措置） 

４ 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例（令

和４年  月  日京都市条例第   号）附則第８条第１項若しくは第２項又は第９

条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員は、令和５年改正後の条例第１条

に規定する京都市職員の定年等に関する条例第１２条の規定により採用された職員と

みなして、令和５年改正後の条例第１条の規定を適用する。 

（退職手当の基本額に関する経過措置） 

５ 令和６年改正後の条例第３条第１項第１号ア又はエに掲げる者に対する施行日から令

和７年３月３１日までの間における退職に係る令和６年改正後の条例別表の規定の適 

             「        「     

 ０．８３７  １．０４６５  

 １．６７４  ２．０９２５  

 ２．５１１  ３．１３９  

 ３．３４８  ４．１８５  

 ４．１８５  ５．２３１５  

 ５．０２２  ６．２７７５  

 ５．８５９  ７．３２４  

 ６．６９６  ８．３７  

 ７．５３３  ９．４１６５  

用については、同表甲の欄中  
８．３７ 

 とあるのは  
１０．４６２５ 

 と、 
１１．６１３３７５ １２．７７５１８８ 

 １２．７６４２５  １４．０４０６２５  

 １３．９１５１２５  １５．３０７０６３  

 １５．０６６  １６．５７２５  

 １６．２１６８７５  １７．８３８９３８  

 １７．８９０８７５  １９．３６５９３８  



 

 

 １９．５６４８７５  ２０．８９３９３８  

 ２１．２３８８７５  ２２．４２０９３８  

 ２２．９１２８７５  ２３．９４８９３８  

 ２４．５８６８７５  ２５．４７６４３８  

  」  」 

「        「                    

 ２６．２６０８７５  ２７．０６６４３８  

 ２７．９３４８７５  ２８．６５６９３８  

 ２９．６０８８７５  ３０．２４６９３８  

 ３１．２８２８７５  ３１．８３７４３８  

 ３３．２７０７５  ３３．５８４８７５  

 ３４．７７７３５  ３５．０９１１７５  

 ３６．２８３９５ 
 とあるのは  

３６．５９７９７５ 
 とする。 

３７．７９０５５ ３８．１０４２７５ 

 ３９．２９７１５  ３９．６１１０７５  

 ４０．８０３７５  ４１．１１７８７５  

 ４２．３１０３５  ４２．４９８６７５  

 ４３．８１６９５  ４３．８７９９７５  

 ４５．３２３５５  ４５．２６０７７５  

 ４６．８３０１５  ４６．６４２０７５  

  」  」 

提案理由 

地方公務員法の一部改正等に伴い、退職手当の基本額に関し必要な事項を定める等の必

要があるので提案する。 

 


